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「第三者資本主義から仲間協同組合主義へ」 

－証券化の功罪を超えて－ 

 

建部好治 

大阪市立大学大学院都市経営研究科 

１．はじめに 

 

  資本主義は、産業革命以後の約 150 年間に

急膨張を遂げたあげくに、1929 年恐慌により

その矛盾を顕在化して、①グラス・スティーガ

ル法と、②ケインズ理論等を生み出しした。 

  それらは資本の自由な蓄積活動を妨げるも

のだという新自由主義思想により、  ➀は 1999

年のグラム・リーチ・プライムリー法により効

力を削がれ、②は 1980 年前後に  成立したサッ

チャー政権とレーガン政権等の小さな政府志

向により無力化された。その結果として、①エ

ンロン事件を招き、②リーマンショック等を惹

起するに至って、漸く資本主義の限界が意識さ

れだしたのが、意外な現象としてトランプの勝

利という選挙結果に出現したものである(日

本でも東芝事件等を惹起している)。 

  サブプライム問題の主要な原因の一つは、

「当事者相互の顔の見える関係」 (お互いの目と目

を合わせる関係)のもとで成立した住宅ローン債権

を「証券化」、すなわち「当事者相互の顔の見え

ない関係」にして金融工学利用によりそれらを

複雑に組み合わせて作成した金融商品を信用

のおけるものとして売却したことから惹起さ

れた。 

  したがって資本集中の利便性を目的とした証

券化により「当事者相互の顔の見えない関係」の制

度を構築したことは本質的な欠陥を持つこと､そ

れをシステムでカバーしきれないことにより

粉飾決算が後を絶たないことを、われわれは認

識する必要がある。 

  そこでこの論文では、第１に、信用の定義と

信用の基礎、第２に、証券化のプラスの側面、

第３に、証券化のマイナスの側面、第４に、第

３をカバーするシステムとしての財務諸表に対

する二重責任と証券取引所のルールについて説

明する。第５に、第４のシステムによりその「当

事者相互の顔の見える関係」の破壊をカバーす

ることには限界があることに言及する。第６

に、第三者資本主義の限界を補うものの一つと

して仲間協同組合主義の重要性を述べる。 

 特に C(消費者) to B (企業)の時代に相応し

い、消費者が組合員として出資する強力な消費

者協同組合を育成して、あらゆる消費財の購入

窓口にしていく政策が必要であることを提言

し、併せてそれを支える「生態系主主義」(ｴｺｸ

ﾗｼｰ)という重要な哲学につき説明したい。 

  なお題名は、資本主義では、株式が証券市場

で顔の見えない第三者に売却され、その商品・

サービスも最終的には消費市場で顔の見えな

い第三者である消費者に売却されるのに対し

て、協同組合では、顔の見える又はそれに準ず

る仲間同志の間でやりとりされることによる。 

 

２．信用の定義と信用の基礎 

 

(1) 信用の定義 

 信用は、通常､「貸借」として用いられてい
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るが、ここでは､株式に代表される「証券」の

形態をとる「出資」をも含めることとする。そ

のうえで､「証券」を法律上の有価証券に限定

せずに広義にとらえ､同様に「信用」も広義に

とらえて、「信用は、一方的な貨幣・資本・商

品等（保証を含む）の授受又は提供・受領であ

る」と定義する１）。その内訳は、一方的な貨幣・

資本・商品の授与・受取とサービスの提供・受

領である。 

(2) 信用の基礎 

  本来の信用の基礎は、お互いの人間としての

権利を認め合うことを前提とした「当事者相互

の顔の見える関係、すなわちお互いの目と目を

合わせる関係にある。それ故、貸し手が借り手

をよく知っていることが基本的に要求される

ことになる。 

 逆にいえば、いくら「当事者相互の顔の見え

る関係」にあっても相手を見下し極端には奴隷

化しているときは、権利が認められない相手と

の関係では信用は成り立たない。 

 【ゴリラの社会性】 

  ちなみに、「お互いの目と目を合わせる関係」

については、「人類と祖先を同じくするゴリラ」

にも見られることが重要である。ゴリラは、「厳

密なヒエラルキーのある社会に生きている」サ

ルと異なり、社会性を持つ動物である。という

のは、「ゴリラは相手の気持ちを汲み取ってい

る」。そしてゴリラは言葉を持たないから、表

現はいっそう直裁的である２）。これがゴリラの

本質であるから、祖先を同じくする人類にとっ

ても本質的なものであるといえる。 

 したがって、「当事者相互の顔の見える関係

(お互いの目と目を合わせる関係)」が、社会性の

重要な一つである信用を基礎づけているのである。 

【小規模社会の社会的行動】 

 国家社会の形成以前の小規模血縁集団や部

族社会は、人口が数十人か数百人ほどしか存在

せず、誰もが顔見知りであり、だれとだれがど

のような人間関係にあるかを全員が分かって

いるから、人は、自分の人間関係のつながりに

準じて社会的に行動し、社会的義務をはたすべ

くふるまう。見知らぬ他人はよそ者であり、敵

の部族の人間だから、森のなかで赤の他人に出

会ったときは、もちろん殺すか逃げるかのいず

れかである３）。それ故、ここでも「誰もが顔見

知り」であることが重要とされる。 

【「貸借」の場合】 

 「貸借」の場合、「当事者相互の顔の見える

関係」にあって、たとえば借り手が個人のとき、

具体的には貸し手は、借り手の返済能力を問う

前に、先ず見るのは借り手の人柄である。人柄

については､お互いの顔を見合わせ、お互いの

目と目を合わせることにより、信用をおけるか

どうかの判断を下すことになる。その上で借り

手の返済能力を問題にする。 

 借り手の返済能力としては、通常短期的には

借り手の可処分所得が問われ、長期的（１年を

超えるもの）には可処分所得の持続性との関係

で、物的担保又は保証が必要になる。    

景気の変動があるから、長期になると賃金の

引き下げ、失業等により期待した可処分所得が

得られなくなって返済困難、乃至返済不能にな

ったときに、貸し手は担保物件の処分又は保証

人に対する請求により貸金を回収するのであ

る。 

 借り手が法人のとき、具体的には貸し手は、

借り手の返済能力を問う前に、先ず見るのはや

はり借り手の経営者としての人柄である。その

上で借り手の返済能力を問題にする。 

 借り手の返済能力としては、通常短期的には

借り手の粗収益力の反映としての資金繰りが

問われ、長期的（１年を超えるもの）には借り
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手の粗収益力との関係で、物的担保又は保証が

必要になる。粗収益力とは、売り上げに支えら

れた利益の留保分に減価償却費を加えたもの

(返済資源)を稼ぐ力のことである。景気の変動

の場合は、個人のときと同様である。 

  ここまでは「当事者相互の顔の見える関係」

が信用を支えていることが重要である。そこで

は借り手側は、勤務又は営業に励んで所得又は

収益を上げたうえ約定返済の実行をするから、

貸し手との間には「共生の関係」が構築されて

いる。 

 しかしながら、貸し手がその貸出債権を「証

券化」して新しい貸し手に売却すれば、その時

点で貸し手と借り手とのお互いの顔の見える

関係がなくなって「共生の関係」が崩れてしま

うことになる。それ故、「証券化」は、資本の

回転を速めることに貢献するというプラスの

側面ばかりが強調されているが、それは信用の

基礎を破壊するという決定的なマイナスの側

面を持つことも指摘しておきたい。 

【「出資」=「証券化」の場合】 

  「出資」の場合、株式(社債)発行市場のとき

は、当初、営業者と出資者は「当事者相互の顔

の見える関係」にあるが、システムとして返済

による回収がないから、当初の出資者は、流通

市場で株式を売却して資金を回収する。しかし

通常営業者は、次の出資者とは「当事者相互の

顔の見えない関係」者になり、更にその株式を

引き継ぐ第三の出資者との関係についても同

様である。 

 「当事者相互の顔の見えない関係」の下にお

かれると、営業者は、出資者の資金を増殖する

べく、専ら自己利益の追求に専念し易くなる。

極端には、法を犯してまで無責任で無慈悲な傍

若無人の振る舞いをするようになることもあ

る。 

 したがって「出資」の場合には、発行市場を

含めて、証券信用を支える完備したシステムを

構築して堀崩された社会的信用をカバーする

必要に迫られることになる。そのシステムにつ

いては、章を改めて詳述する。 

 

３．証券化のプラスの側面 

 

【株式】 

 「証券信用」は、まず株式について、歴史的

には近代（  1688 年の名誉革命）以前の段階で、  

1600 年に世界初の株式会社としてイギリス東

インド会社が設立（オランダのそれは 1602 年、

フランスのそれは  1604 年にそれぞれ設立）さ

れている。日本では、鎖国のためにかなり遅れ

て、 1873 年に設立された第１国立銀行が最初

の株式会社とされている（しかし、その萌芽は、

江戸時代初期（世界初の株式会社設立とほぼ同

時期）の幕府発行の「朱印状」による「朱印船」

－一航海毎に「複数の商人が共同で出資し、帰

還して稼いだ利益を分け合う」もの－が会社の

原点ともいわれている）。 

 株式は、総資本の蓄積の二つの手段（集積と

集中）のうちの資本の集中を担うものである。

株式は、論理的には、資本制以前に、営業主体

が個人→組合→合名・合資会社を経て株式会社

にまで展開をして、そこでは既に営業者と出資

者が分業体制にあったものを、①個別資本にと

っての巨額の実物資本（固定資産）を賄う長期

的・安定的な資金の調達、②総資本にとっての

個別の遊休貨幣・遊休貨幣資本の集中による資

本蓄積、及び③機能資本家（営業者）と所有資

本家（出資者）の機能分化（支配株主と少数株

主への質的分化と少数株主の所有株式の社債

化）を利点として受け継がれたものである。 

  そして「証券信用」は、一度成立すると、株



『証券経済学会年報』第 52号別冊 

1-3-4 

式の他に社債、さらには証券化商品等を生み出

して、資本蓄積の進展に大きい役割を果たして

きている。証券化商品は、１９８２年の中南米

諸国の破綻を契機として考案されたものであ

る。 

【不動産投資信託】 

 不動産小口化商品の供給は、バブル景気時の

1987 年からワンルームマンション等を対象と

して始められた。しかし、バブル崩壊とともに

それらは、大幅な値下がりにより投資家にかな

りの損失をもたらしてトラブルも生じていた。

それ故、当初は投資家保護のために、次いで不

動産の流動化等のために、次々と法的措置がと

られてきている。 

 それらには､1995 年４月施行の「不動産特定

共同事業法」、1998 年９月施行の「特定目的会

社による特定資産の流動化に関する法律」（Ｓ

ＰＣ法）、2000 年５月改正の「資産の流動化に

関する法律」（ＳＰＣ法から資産流動化法へ）・

新創設の「特定目的信託制度」、及び改正され

た「証券投資信託及び投資法人に関する法律」

（いわゆる投信法）がある。これらの法は少額

でも貸しビル・マンション等への投資を可能に

するものである。 

 この投信法の影響は大きく、「不動産投資信

託」（日本版ＲＥＩＴ）が登場してその残高を

急激に増やしている。それは、多くの投資家か

ら集めた資金でオフィスビル・商業施設・マン

ション等複数の不動産などを購入し、その賃貸

収入や売買益を投資家に分配する商品である。 

 

４．証券化のマイナスの側面 

 

【株式】 

 株式では、当初の次の出資者は「当事者相互

の顔の見えない関係」者になるから、総資本に

とっては、それをカバーする制度を構築して破

壊された信用を回復することが必要になる。 

 それは、第１には、株式の流通市場の信用を

支えるシステムとしての対象各企業の財務諸

表の正確性・妥当性を担保する二重責任があり、

第２には、その市場参加者に対する証券取引所

のルール遵守の要請がある。 

 これらのシステムは、１９２９年の大恐慌の

経験により、整備されてきた重要なものである

が、ペコラ委員会の調査過程で出てきた第１の

財務諸表に関わるものは、粉飾決算であり、第

２の株式取引に関わるものは、次のようなその

取引に関わるあらゆる不正行為が含まれてい

たという４）。 

➀相場操縦、②見せ玉、③ノミ行為、

④インサイダー取引等  

 １９２９年の世界的な証券恐慌のあと、アメ

リカ議会は、大統領のもとで銀行倒産の原因究

明と対策のために多数の聴聞会や委員会を組

織した。ペコラ委員会は、そのなかの代表的な

ものであった。 

【不動産投資信託】 

  この「証券化商品」は、「当事者相互の顔の

見えない関係」にあるものである。 

 Ｊ－ＲＥＩＴの価格は、周知の通り、2009 年

9 月のリーマンショックで外資系の投資家が換

金売りを急いだこともあって暴落したが、その

暴落の理由の一つとしてその鑑定評価額が高

すぎたこともあったのではないかという問題

があった。 

 このことにつき当時の目論見書で調べてみ

ると、一部ではあるが、ＲＥＩＴの鑑定評価に

より求める価格の種類が鑑定評価額が正常価

格でないという次の「不動産鑑定評価基準」（以

下「基準」という）の規定もあって、積算価額

≒正常価額とすれば、その鑑定評価額が積算価
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額よりもかなり高く、中には倍以上のものがか

なり見受けられたことも大きい理由の一つで

あったのではないか？そのような銘柄は激し

く暴落して、ＲＥＩＴの投資家に大きい損害を

与えているから、関係者は猛省するべきである。 

  「基準」は、鑑定評価により求める価格の種

類には、①正常価格、②限定価格、③特定価格、

及び④特殊価格の４種類があり、ＲＥＩＴにつ

いて鑑定評価により求める価格の種類は、その

うちの③の特定価格、すなわち「市場性を有す

る不動産について、法令等による社会的要請を

背景とする評価目的の下で、正常価格の前提と

なる諸条件を満たさない場合における不動産

の経済価値を適正に表示する価格」であるとし

ているのである。 

 しかしながら､①学問的には土地(不動産)価

格の本質は､収益価格である。この収益価格に

は､正常な諸条件下にある市場の下で実現した

価格の支えが必要である５）。そして、②ＲＥＩ

Ｔは、投資法人等の所有不動産の運用収益及び

その譲渡益の中からＲＥＩＴの投資家に配当

を行うものであり、所有不動産を逐次譲渡によ

り入れ替えて行き、ＲＥＩＴを終えるときには

すべてを譲渡するものであるから、｢運用上の

留意事項｣のところで、「投資法人等が特定資産

を譲渡するときに依頼される鑑定評価で求め

る価格は正常価格として求めることに留意す

る必要がある」としているように､ＲＥＩＴの

鑑定評価により求める価格の種類を「正常価格」

と規定し直すべきである。 

 その出口を正常価格としているのに､入り口

とそこから出口までの途中の過程のものを特

定価格としているのでは理論的に一貫性に欠

けているといわざるを得ない(2014 年 5 月 1 日

の改正の解説で「ＲＥＩＴ等による運用型の証

券化の場合は、標準的な投資期間に得られる収

益に基づいて市場が形成されている場合が多

いので、結果として正常価格を求める場合が大

半を占めることが想定される」としているが、

まだ上記の一貫性に欠けている面が残されて

いる６）)。 

 

５．財務諸表に対する二重責任と証券取     

引所のルール 

 

【経営者の適正な財務諸表の作成義務】 

 株式の流通市場で売買される対象各企業の

財務諸表は、正確かつ妥当なものであるべきで

ある。その第１の責任はそれを作成する経営者

にあるとされている。 

  法的には 2006 年５月施行の「会社法」と、

2008 年３月決算から施行の「金融商品取引法」

により、上場会社の経営者は、毎年１回「有価

証券報告書」という金融商品取引法に規定され

た書類（前者では、単体及び連結の貸借対照

表・損益計算書・株主資本等変動計算書・個別

注記表、事業報告及び附属明細表、後者では、

連結及び単体の貸借対照表・損益計算書・株主

資本等変動計算書・キャッシュフロー計算書及

び附属明細表：以下計算書類等という）を、決

算日後 3 か月以内に提出し、更に 4 半期毎の要

約報告を行うこととされている。 

【経営者の責任】 

 経営者には適正な財務諸表の作成の第１次

責任があるのに､それを自覚していないから､

たとえば住専問題に関連して、「経営者の無責

任さのあらわれ」を指摘し、「日本では経営者

の責任があいまいにされたままで、誰もそれを

追及しない」と鋭く言及する図書７）もある。 

【監査役】 

 「会社法」において監査役は、取締役の職務

の執行を監査すること（同法第 436 条）並びに
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計算書類・事業報告及び付属明細書を監査する

こと（同法第 381 条）と規定している。 

この監査には、通常、業務監査（定款で除外

可能）と会計監査の双方が含まれている。 

 監査役の重要な役割としては、「取締役が監

査役設置会社の目的の範囲外の行為その他法

令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれ

らの行為をするおそれがある場合において、…

当該監査役設置会社に著しい損害が生ずるお

それがあるときは、当該取締役に対し、当該行

為をやめることを請求することができる」（同

法第 385 条）という規定があるが、実情は度重

なる「不祥事件」に見られるようにあまり機能

していない状態にある。 

 しかもこの規定には、バブル景気時のような

法令等に違反しないが、会社に著しい損害が生

ずるおそれがある業務上の行き過ぎた行為を

やめさせることまでは含まれていないという

重大な欠陥があることを指摘しておかねばな

らない。 

 そこで日本経団連８）は、1991 年の「企業行

動憲章」の制定や、1996 年の「実行の手引き」

の作成等の数次にわたる憲章ならびに実行の

手引きの見直しを行ってきている。 

  そして今般、「企業の社会的責任」を取り巻

く最近の状況変化を踏まえて、会員企業の自主

的取り組みをさらに推進するため、企業行動憲

章を改定している。 

  また経済同友会９）は、21 世紀を迎え、企業

経営をとりまく環境が大きく変化する今日、

「 企 業 の 社 会 的 責 任 」 の 重 要 性 を 「 CSR

（Corporate Social Responsibility）」という言葉

であらためて提起し、その実践を推進してい

る。  . 

 【公認会計士又は監査法人による財務諸表の

監査責任】 

  公認会計士又は監査法人は、経営者の作成し

た年々の計算書類等を監査して、その適正性と

妥当性についての意見を表明しなければなら

ないこととされている。 

  法的には「会社法」第 436 条により、株式会

社は、会計監査人の監査を受けなければならな

いものとされ、「金融商品取引法」第 193 条の 2

により、上場有価証券の発行会社は、財務計算

書類等 (内部統制報告書 )について特別の利害

関係のない公認会計士又は監査法人の監査証

明を受けなければならないものとされている。

しかし、その監査責任が十分に果たされている

とはいえない状態にある。 

 そこで国際会計士倫理基準審議会（ IESBA：

国際会計士連盟内の、倫理に関する基準を作成）

は、その「職業会計士の倫理規定」において、

監査人としての独立性について規制の網を広

げ、かつ厳格化している。「特定の事業体の監

査からの収入への依存度が高いと、その監査法

人の独立性に関してチェック機能が働くしく

み」としたのである１０）。 

【証券取引所のルール】１１） 

 次に証券取引所は、以下に述べるように厳し

いルールを設け、株式取引を巡って予想される

あらゆる不正行為を防ごうとしている。 

 上場制度整備：2009 年の上場制度整備にあた

っては、最重点課題として、2008 年に引き続き

コーポレート・ガバナンス向上に向けた環境整

備を掲げるとともに、あわせて、近年の環境変

化を踏まえた適時開示に係る制度及び実務の

整備についても取り組むものとし、個別の対応

内容を「上場制度整備の実行計画 2009」として

取りまとめたものである(①速やかに実施する

事項、②具体策の実施に向け検討を進める事項、

③検討を継続する事項の３段階の区分に整理

されている)。 
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６．会計不正と信用破壊カバーシステムの限界 

 

【会計不正事件】 

 米国のエンロン、ワールドコム事件や日本の

カネボウ、東芝事件等の引き続く会計不正は、

信用破壊カバーシステムの限界を露呈してい

る。 

 これらの諸事件のうち、米国については片岡

信之教授の論文１２）により、日本については境

新一教授の論文１３）とＮＨＫの「クローズアッ

プ現代」１４）により説明を行うことにする。 

【エンロン事件】 

  米国では、エンロンが、エネルギー・マーケ

ットの規制緩和が継続するなかで，「市場のア

ンバンドリング」が行われれば， ガス・電力・

石油市場がいずれも生産・輸送・卸・配給に分

離され，  自社設備を持たずに市場での売買だ

けで商売をすることが可能になり、資産あたり

の利益率が高くなり，株価や格付けの評価に好

影響を及ぼすはずと考えた。 

 同社は、ビジネス戦略を 2 つの方向（天然ガ

スの現物供給事業と  金融リスクマネジメン

ト・サービスを提供するガス・バンク事業）で

展開した。 

 そして、価格変動をヘッジする仕組みを作り， 

さらにその先物契約の権利を売買する市場（オ

プション市場） を作り， 自ら売買して利益を

増やすことを狙って、合法的魔術で膨らませた

売り上げで，一気に急成長企業になった。 

 しかしながら，その舞台裏では深刻な矛盾が

蓄積されてきていたときに、2000 年夏を境に，  

IT バブル崩壊で株価が下落基調に転じたこと

で，状況が一変した。エンロンは株価暴落， 社

債格付け引き下げ，債務返済繰り上げ，下落し

た担保価値の損失処理，  等々に相次いでおそ

われることとなった。甘い錬金術は逆回転して

過酷な重圧となり，  資金流出を回避するため

大がかりな粉飾決算への道を辿ることとなっ

た。 

【ワールドコム事件】 

  ワールドコムは、通信分野の規制緩和等をう

まく利用して、強引に相継ぐ買収を進めた。 

 同社は，エンロンと同様に，インターネット

ブームとハイテク株バブルを追い風にした自

社株価上昇を演出して，相次ぐ買収を進めた。

株価の上昇を見込んで規模を拡大し，  経営者

も莫大な報酬を得るという株価至上主義経営

を行った。 

 ワールドコムは，合併を繰り返しつつ規模

を拡大し、株式公開を果たした。ついには全米

3 位の長距離通信大手スプリントを買収し、米

国 2 位の長距離通信会社にまで成長した。   

しかし，好事魔多し。99 年秋に 1200 億ドル

を投じて行おうとしたスプリントの買収計画

が反トラスト法（独占禁止法）に阻まれて，翌

2000 年に買収断念に追い込まれた。折しも

2000 年は春からインターネット株・ハイテク

銘柄が下落し，  さらには 9 月の「インテル・

ショック」を契機に，ネットバブル崩壊の様相

を呈し始めた (このときの不況対策としての

金利引き下げがサブプライム問題に！)。 

【米国会計不正事件の総括と対策】 

  片岡信之教授は、これらの事件については、

「アメリカ型コーポレート・ガバナンス（株主

利益第一主義の企業経営をベースにし，  株主

と取締役会が経営者を監視する仕組み）に対す

る信頼の揺らぎと様々な教訓を投げかけた」も

のと総括している。 

 米国では、これらの事件への対策として、サ

ーベンスオクスリー法（略して SOX 法）を成

立させた。それは、①コーポレート・ガバナン
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ス（企業統治）の強化、②正確な財務情報の提

供、③会計監査制度の改革(内部統制に関する

監査も要求)を主な内容としている。 

【カネボウ事件】 

 日本では、カネボウが，各部門ごとに，売上

の数字を操作するなどの粉飾のノウハウを持

っていて、それを各部門の経理担当者がそれぞ

れ継承していた。 

 そこでの主な粉飾の手法は，「押し込み販売」

と「宇宙遊泳」などであった。しかも、３人の

公認会計士は，「カネボウの損失を抱えた関連

会社を連結決算の対象から除外するようアド

バイスするなどして，債務超過を資産超過と偽

った有価証券報告書に「適正」の意見を付け，

粉飾に加担したという信じ難いことも行って

いた。 

【東芝事件】 

 東芝は、リーマンショックのころに世界的な

景気悪化で売り上げが激減して過去最悪とな

る赤字に陥ったので、当時の西田社長は、業績

を上げるよう部下たちに強く迫るようになり、

月１回、社長月例と呼ばれる会議に責任者を呼

び寄せて、「具体的な金額を挙げて「利益を死

守しろ」などと発言したので、利益をかさ上げ

する会計処理になった。 

 不正会計は、２００９年６月に替わった佐々

木社長の時代に、さらにエスカレートした。そ

の一因となったのが東日本大震災後の経営環

境の激変、特に経営の柱としていた原子力事業

の先行きが見通せなくなったからである。 

  佐々木社長の不可能な要求に反論する人は

いなかった。このころになると、本来会計をチ

ェックすべき部門が、社長の意をくんで現場に

圧力をかけるようになり、先行的な監査委員会

の導入も機能しなかった。田中社長の時代も、

利益のかさ上げは続いた。 

  不正会計は、結果的に「誰も止められないま

ま７年にわたって続いた」という。 

【日本会計不正事件の総括と対策】 

 境新一教授は、カネボウ事件等を総括して、

「…企業が不祥事を起こした際，経営者が社会

への説明責任を全うするためには，内部調査の

みならず，企業から独立している外部の専門家

による状況調査が望ましい。内部調査のみなら

ず，外部の専門家による調査を併用することは，

対外的な説明責任だけでなく多くの利点があ

ろう」と述べている。そして一般従業員に対し

ても経営への高い意識をもち，財務会計に対す

る着眼点を持つことが重要であろうとつけ加

えている。 

 また、新たな会社法の施行は，経営と法律に

関する機動的な対応関係の構築，および当該乖

離の縮小が期待されるともいっている。 

  日本公認会計士協会は、会長声明でカネボウ

事件に対して 2005 年 9 月 16 日に監査の信頼性

を確保するため次の対応をとっていることを

表明した。 

①  監査事務所における監査の品質の維持向上

を図るための品質管理レビュー制度で、品質

管理レビューアーを 10 名から 20 名に増員す

るとともに、IT 専門家をレビューアーに登用

する等その制度の充実強化に取り組んでい

る。 

②  綱紀事案の処理体制の透明性、公正性及び

迅速性を確保するため、会員のほか法律専門

家や学識経験者による綱紀審査会を今秋か

ら立ち上げる。 

③  監査実務の充実を図るため、実施すべき監

査手続を見直し、必要充分な監査時間数の確

保及び投入時間の適正配分について、会員の

指導監督に努める。 

④  公認会計士や企業関係者から電話や電子メ
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ールで監査に関する情報提供を受けるホッ

トラインを創設する。 

  そしてその締めくくりでは、エンロン事件は、

一会計事務所の問題ではなく、公認会計士全体

の問題として、米国では国民から監査に対し厳

しい批判が寄せられ、最終的には公認会計士に

厳しい公開会社会計改革法が制定された。監査

に従事している会員は、…カネボウ事件を個別

事務所の問題…ではなく、会員全体の問題とい

う認識の下に、協会とともに一体となって、監

査の信頼性確保に取り組まれることを強く要

望する、とした。 

  東芝事件に対しては、澤邉紀生教授が、「就

社」のもとでは社内で頑張れば頑張るほど、長

年勤め上げれば勤め上げるほど、社内独自の狭

い倫理観に染まっていき、社会全体の倫理観か

らずれてしまっていることに気付かないとい

うことがあってもおかしくないとし、いろいろ

な大きな会計不祥事と比べると、今回の事例と

いうのは比較的、多くの部署において繰り返し

行われていたような会計操作になっていると

いう。 

【当事者相互の顔の見えない関係の視点の欠

如】 

 「当事者相互の顔の見えない関係」にある代

表的な株式等については、以上の経営者（ＣＥ

Ｏ・ＣＦＯ）の適正な財務諸表の作成義務、監

査役、公認会計士又は監査法人による財務諸表

の監査責任、及び証券取引所のルールがある。 

 それにもかかわらず、何度も粉飾決算等の会

計不正事件がおきているのに、上記の米日会計

不正事件の総括と対策に見られるように、それ

らにはもっと奥深いところにある根本的な原

因としての、「当事者相互の顔の見えない関係」

の視点が欠如しているのである。 

 「証券化」は本質的に信用の基礎を掘り崩す

から、これらの制度により会計不正事件を皆無

にすることには大きい限界があることを知る

べきである。 

 しかも最近には、当該市場参加者は、人間行

為の不可能な、それ故「当事者相互の顔の見え

る関係」を破壊するロボット（「カブロボ」）取

引による高速回転取引まで行うようになって

きている。 

 

７．協同組合主義の重要性 

 

【協同組合の歴史】 

  歴史的には協同組合は、１８２０年以前に

「孤立した実験」としての協同組合運動があっ

た。その後ロバート・オーエンの協同思想に導

かれて、１８４４年に「近代協同組合の創始」

としてのロッチデール公正先駆者組合が創立

された。当時の闘いに込めた言葉は「自助」＝

「人々の自立を支援し自立した人々の福利を

保障する」というものであった１５）。 

  哲学者の柄谷行人は、マルクスがイギリスの

協同組合運動に非常な関心を示したことを揚

げて次のように述べている。   協同組合は、

リカード左派の｢労働全収穫論｣から出てきた

二つ(労働組合と協同組合)の運動の一つであ

る。労働組合は、資本が労働者を結合して働か

せて得る譲与をとりもどす闘争である。協同組

合は、労働者自身が労働を連合するものである。

この場合、利潤は当然、労働者自身に分配され

る。これはもはや資本制生産ではない。労働力

商品は存在しない１６）。 

  しかしながら、労働組合の組織率は、世界の

先進資本主義国で下落を続けているから、総資

本に対する対抗力としては、もはや従前のよう

に期待できなくなってきている１７）。 

 協同組合も長い歴史のなかでいくつもの困
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難に遭遇しては相応に対処してきているが、そ

の事業と運動には課題や問題が矢継ぎ早に現

出してきている１５）。 

 日本では、賀川豊彦が、「協同組合の精神を

一口にいえば助け合いの組織である」とし、次

の七種類のものが必要であるとしている１８）。

①生産組合、②消費組合、③信用組合、④販売

組合、⑤共済組合、⑥保険組合、⑦利用組合。 

 加山久夫によると、それは「友愛の政治経済

学」であり、賀川は、世界連邦運動協会を立ち

上げて、協同組合精神による世界平和の実現を

呼びかけた１８）。 

【協同組合の定義・価値・原則】 

 「協同組合のアイデンティティに関する ICA

声明」（1995 年：日本生協連訳）によると、協

同組合の定義・価値・原則は、次の通りである

１９）。 

定義：協同組合は、共同で所有し民主的に管理

する事業体を通じ、共通の経済的・社会的・

文化的ニーズと願いを満たすために自発的

に手を結んだ人々の自治的な組織である。 

価値：協同組合は、自助、自己責任、民主主義、

平等、公正、そして連帯の価値を基礎とする。

それぞれの創設者の伝統を受け継ぎ、協同組

合の組合員は、正直､公開､社会的責任｡及び

他人への配慮という倫理的価値を信条とす

る。 

原則：協同組合原則は、協同組合がその価値を

実践に移すための指針である。それは、次の

七つの諸原則からなる。 

第 1 原則 自発的で開かれた組合員制：協同組

合は、自発的な組織である。同組合は、性別

又は社会的・人種的・政治的・宗教的な差別

を行わない。同組合は、そのサービスを利用

することができ、組合員としての責任を受け

入れる全ての人々に対して開かれている。 

第 2 原則 組合員による民主的管理：同組合は、

その組合員により管理される民主的な組織

である。組合員はその政策決定、意思決定に

積極的に参加する。選出された代表の男女は、

組合員に責任を負う。単位協同組合では、組

合員は平等の議決権をもつ。他の段階の同組

合も、民主的方法により組織される。 

第 3 原則 組合員の経済的参加：組合員は、同

組合の資本に公平に拠出し、それを民主的に

管理する。その資本の一部は通常同組合の共

同の財産とする。組合員は、払い込んだ出資

金に対して、配当がある場合でも通常制限さ

れた率で受け取る。そして剰余金を次の目的

の何れかまたは全てのために配分する。 

  準備金を積み立てることにより、同組合の

発展、協同組合の利用高に応じた組合員への

還元、組合員の承認により他の活動を支援す

るため、その準備金の一部は分割不可能なも

のとする。 

第 4 原則 自治と自立：同組合は、組合員が管

理する自治的な自助組織である。同組合は、

政府を含む他の組織と取り決めや、外部から

資本を調達する際には、組合員による民主的

管理を保証し、同組合の自主性を保持する条

件で行う。 

第 5 原則 教育、訓練および広報：同組合は、

組合員、選出された代表、マネジャー、職員

がその発展に効果的に貢献できるように、教

育訓練を実施する。同組合は、一般の人々特

に若者等に、同組合運動の特質と利点を知ら

せる。 

第 6 原則 協同組合間協同：同組合は、ローカ

ル、ナショナル、リージョナル、インターナ

ショナルな組織を通じての協同により、組合

員に最も効果的にサービスを提供し同組合

運動を強化する。 
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第 7 原則 コミュニティへの関与：同組合は、

組合員承認の政策を通じコミュニティの持

続可能な発展の活動をする 

【レイドローの協同組合セクター論】 

 カナダの協同組合運動家である A・F・レイ

ドローは、1980 年の「レイドロー報告」にお

いて、「協同組合セクターは、思想的には実利

主義と理想主義の混合物であり、公的セクター

と私的セクターの中間の位置にあるが、基本的

には資本主義に対する一つの代案である」とし

て、次の四つの優先課題をあげている１５）。 

➀世界の飢えを克服する農業協同組合の役

割、②新しい産業革命における労働者協同組合

の役割、  ③保全社会における消費者協同組合

の役割、④協同組合地域社会の建設。 

【２１世紀における協同組合セクターの新展

開】 

 協同組合セクター論では、「２１世紀の社会

経済は、｢公協私の新しい混合経済｣が求められ

て」おり、旧混合経済(公私混合経済)、新自由

主義でもなく、社会セクターやコミュニティと

連関しそれを内に含む協同組合セクターを重

要な構成要素とした｢公協私の新しい混合経

済｣が２１世紀社会経済の基本方向として提起

されるであろう」としている。 

  具体的には、田中夏子が、レイドローの④を

超える協同組合の課題を検討して、「協同組合

の共益性から「ケアの倫理」である公益性を自

覚的に求めていくこと、地域における社会関係

を豊かにすることが必要とされ、協同組合が協

同組合にとどまらない社会形成の担い手や問

題に直面する当事者との連携を重視すべき」と

している１５）。 

【第三者株式会社と仲間協同組合】 

 「顔の見えない」第三者株式会社では、次の

三つのもの、すなわち｢株主の利益と経営者の

都合と顧客の嗜好とが原理的に並列｣している｡

だが「顔の見える」仲間協同組合は、「生活や

生業を営むにあたって何らかの願い・ニーズを

抱いた組合員が、自ら出資をして事業体を立ち

上げ、その事業を利用するとともに自ら運営・

管理する」ものであるから、そこでは上記の三

つのものが仲間の組合員という存在のなかで

一体化しているのである１５）。 

【国際協同組合年（2012 年）】 

 国連は 2012 年を「国際協同組合年

（International Year of Cooperatives）」と定

め、貧困削減や雇用創出、社会的統合など、協

同組合による社会経済開発への貢献に光を当

てた。そして「Cooperative Enterprises Build 

a Better World（協同組合はよりよい世界をつ

くる）」のテーマのもと、同国際年を通じて世

界中の協同組合の成長と設立を促した。 

 個人、地域、NGO や政府組織は、国連ミレ

ニアム開発目標（MDGs）を達成する上で、協

同組合の果たす役割を改めて認識することが

求められた２０）。 

  日本では､｢２０１２国際協同組合全国実行

委員会｣により｢協同組合憲章<草案>｣が決定さ

れ､協同組合法のあり方についても提言が行わ

れた１５）ことが重要である。 

【日本の協同組合】 

  日本の主な協同組合の組合数は 3 万 6,000 以

上、組合員数は延べ 8,000 万人以上（2009 年 3

月現在）にもなる。業種も､農業・漁業など１

次産業から生協､信用・共済､医療・福祉まで多

彩である。その中でも代表的なものの 1 つは、

JA（農業協同組合）である２１）。 

 また、「日本の消費者協同組合は、全国です

でに２５００万世帯を組合員として組織して

いる」ともいわれている１５）。 

 いうまでもなく全員が消費者であり、よいも
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のを妥当な価格で入手したいという共通の願

いを持っている筈であるから、その組織力を高

めて、「当事者相互の顔の見えない関係」(相手の

気持ちを汲み取らない関係 )であることを幸いとして、

新自由主義により自己利益をひたすら追求す

る資本に対抗する方向を目指すことは不可能

ではない筈である。 

 したがって、特に C(消費者) to B(企業)の時

代に相応しい、消費者が組合員として出資する

強力な消費者協同組合を育成して、あらゆる消

費財の購入窓口にしていく運動とそれを後押

しする政策が必要であることを強く訴えたい。 

  消費者よ団結せよ！ 

 国外の協同組合にはあまり見られない特徴

の一つとしては、協同組合従業員・労働者の経

営と事業への参画が指摘されている。このこと

は「実践的にも理論的にも、今後さらに追求し

なければならない最大の課題の一つ」とされて

いる１５）。 

 

８．おわりに 

 

  ７で述べたことに見られるように、「協同組

合の社会経済的役割は、経済的社会的弱者の保

護を含む経済的公正の実現 (富と所得の再分

配・独占の禁止･公正な競争・機会均等･経済的

弱者保護)に求められる」１５）としているが、

そこには次に述べる哲学に基づく自然環境の

保全・保護の重要な観点が見られない。 

 なお、日本での協同組合の将来は、エマヌエ

ル・トッドが直系家族地域では地方分権型の連

邦制をとることが多い２２）というように、期待

することができるのではないか。 

【「生態系主主義」（Ｅｃｏ－ｃｒａｃｙ）２３）

の普及を！】 

  最後に協同組合を支える「生態系主主義」(エ

コクラシィ)という重要な哲学の説明をしてお

きたい。 

 「当事者相互の顔の見えない関係」が引き起

こす不祥事件を皆無にするには、各経済主体、

特に指導的な地位にある経営者、監査役、公認

会計士又は監査法人及び証券取引所（以下指導

的経済主体という）が、「生態系主主義」（Ｅｃ

ｏ－ｃｒａｃｙ）のうちの人間同志の「共生の

関係」をわきまえて経済行為を行えるようにな

ることが必要である。 

 「生態系主主義」（Ｅｃｏ－ｃｒａｃｙ）と

は、「民主主義」（＝Democracy）を超えた持続

的共生のための新しい理念－これを「生態系主

主義」（ (エコクラシィ )＝ Ecosystem cracy→

"Eco-cracy"と略称する。｢民」すなわち｢人間」

は生態系の中の一部に過ぎないからである）の

理念という－のことである。 

  新村出編の『広辞苑』〔1996〕(岩波書店によ

ると、 Democracy(民主主義 )は､ギリシャ語

demokratia で､demos(人民)と kratia(権力)とを

結合したものである。一般的には民主主義は、

フランス革命・アメリカ独立戦争等を通じて

人民が闘いとった制度である。そこでは人民

が、主権を持ち自らの手で自らのために政治

を行い、自らの自由と平等を保障していると

いう秀でたものである。しかし、そこにはこ

れから生まれてくる者の声や、動植物の思い

等が反映されることはないのである。 

 それ故、｢民主主義｣を超えた「生態系主主

義」が必要とされるのである。 

 つまり"Eco-cracy"＝「生態系主主義」とは、

過去はともかくとして、現在から将来に向かっ

ての生態系全部の支配的な権利を認めること

をいう。すなわち人間が自己の生のために生態

系の生を利用させて貰っていることを自覚し、

自然の持続可能な物質代謝の法則を最優先し

て、生態系の一部にすぎない人間とその他の生
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態系全部との共生を最重要視しなければなら

ないのである。 

 この「生態系主主義」の普及のためには、ソ

フトの公共的資本投資が必要である。ソフトの

公共的資本投資とは、公共が主として学校教育

で、民間の指導的経済主体が入社後の教育を通

じて、そのような「人づくり」のための投資を

することをいう。われわれは、「民主主義」と

同時に「生態系主主義」をも教えなければなら

ない時代を迎えているのである。 

 このことにより、各経済主体が哲学としての

「生態系主主義」(ｴｺｸﾗｼｰ)のうちの人間同志の

「共生の関係」を体して経済行為をすることが

可能になるようにするべきである。 
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